
【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年９月24日

【中間会計期間】 第17期中（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

【会社名】 株式会社ジェイホーム

【英訳名】 J-home Corp.

【代表者の役職氏名】 代表取締役　　大宮　健次

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿二丁目３番１号　

【電話番号】 03(5324)6261

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理室長　　高橋　一俊

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿二丁目３番１号　

【電話番号】 03(5324)6261

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理室長　　高橋　一俊

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号）

EDINET提出書類

株式会社ジェイホーム(E05241)

半期報告書

 1/56



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期

会計期間

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
６月30日

自　平成20年
１月１日

至　平成20年
６月30日

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
12月31日

売上高（千円） 374,969 413,095 341,121 921,633 769,957

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
3,011 △14,666 △35,429 12,993 △31,227

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△）

（千円）

575 △39,365 △6,584 13,702 △106,568

純資産額（千円） 319,817 291,918 ― 333,782 224,715

総資産額（千円） 469,712 485,689 ― 497,152 419,752

１株当たり純資産額（円） 38,481.20 35,056.83 ― 40,084.33 26,986.40

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は中間（当期）純損

失金額（△）（円）

69.31 △4,727.49 △790.77 1,649.53 △12,797.92

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円）
66.83 ― ― 1,596.41 ―

自己資本比率（％） 68.1 60.1 ― 67.1 53.6

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△54,089 7,686 △51,307 △58,216 △29,583

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
604 ― ― 2,704 △630

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△1,665 △2,360 △7 △852 △2,368

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円）
189,300 193,413 104,189 188,086 155,504

従業員数（名） 24 21 ― 25 22

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第16期中、第16期及び第17期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は

存在するものの中間（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。

３　第17期中においては中間連結貸借対照表を作成していないため、純資産額、総資産額、１株当たり純資産額、自

己資本比率は記載しておりません
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期

会計期間

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
６月30日

自　平成20年
１月１日

至　平成20年
６月30日

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
12月31日

売上高（千円） 37,769 104,890 218,642 75,505 178,375

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
7,669 36,235 △16,153 △8,579 69,193

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△）

（千円）

11,320 △2,840 △511 △22,204 △123,682

資本金（千円） 131,170 131,589 131,589 131,589 131,589

発行済株式総数（株） 8,311 8,327 8,327 8,327 8,327

純資産額（千円） 377,510 339,484 218,131 344,823 218,642

総資産額（千円） 383,010 362,817 334,775 365,813 260,042

１株当たり純資産額（円） 45,423.00 40,769.15 26,195.63 41,410.27 26,257.08

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は中間（当期）純損

失金額（△）（円）

1,363.53 △341.11 △61.45 △2,673.05 △14,853.18

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円）
1,314.74 ― ― ― ―

１株当たり配当額（円） ― ― ― 300.0 ―

自己資本比率（％） 98.6 93.6 65.2 94.2 84.1

従業員数（名） 2 2 19 2 2

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第15期、第16期中、第16期および第17期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在

株式は存在するものの中間(当期)純損失が計上されているため記載しておりません。

３　第17期中の各数値には、㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズとの合併に

より、平成20年４月１日をもって引継いだ事業の同日以降の成績等が含まれております。
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２【事業の内容】

　当社は、平成20年４月１日付で連結子会社㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズ

を吸収合併し、その事業を当社が継承したことにより、同日以降は連結子会社を有しておりません。 

　当社は、下記のとおりＦＣ加盟店への経営コンサルティング、インターネットを活用した住宅の設計・販売、住宅資

材の開発・販売を主な事業内容として展開しております。

 

　〔住宅ＦＣ事業〕

　「イザットハウス」および「be・スタイルパートナーズ」ブランドで、独自開発の外断熱工法による高い住宅基

本性能を誇る高気密・高断熱住宅をＦＣおよびＶＣシステムにより供給する事業であり、加盟店の開発、加盟後の

オープンならびに研修、経営・営業・施工などの各種コンサルティング、商品および施工に関する技術開発、販売

促進ツールの開発・販売が主な業務であります。

　〔ウェブダイレクト事業〕

　当社独自の外断熱工法を駆使した高品質で高性能な住宅の設計・施工・販売事業であります。また、ＦＣ加盟店

の活動区域に入らない住宅需要に対してもインターネット等を活用したインタラクティブ(双方向)な営業方法・

情報提供による住宅販売を実施しております。

　〔住宅資材販売事業〕

　イザットハウスＦＣ加盟店および一般工務店等の外部顧客に対し、当社独自の外断熱住宅に必要な建材の開発お

よび生産、ならびに国内外産住宅資材の販売・物流を行う事業であります。

 

３【関係会社の状況】

 当社は、平成20年４月１日付で連結子会社㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダー

ズを吸収合併したことにより、同日以降は連結子会社を有しておりません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　　　当社は当中間連結会計期間において、連結子会社である㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステ

　　ム、㈱ジェイビルダーズを平成20年４月１日付で吸収合併しており、連結子会社がなくなったため、記載してお

　　りません。

 

(2）提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年６月30日現在

従業員数（名） 19

　　　　　（注）１　従業員数は、就業人員であります。

　　　　２　従業員数が前期末より17名増加しておりますが、これは主に平成20年４月１日に連結子会社であっ　　

　　　　た㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズを吸収合併したこと　

　　　　によるものであります。

　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、米国のサブプライムローン問題による金融不安、株式市場の下落、

急激な原油価格の高騰などにより景気後退懸念が高まりました。

　また、住宅業界におきましては、2008年1月から6月までの新築着工戸数は54万戸（前年同期比10.1％減）、持ち家着

工戸数は15万戸（同5.6％減）と回復の兆しが見えない状況下で、金融資産の目減り、生活必需品の価格高騰などに

より、住宅購入意欲が低下し、市場は依然として厳しい状況が続きました。

　こうした環境下にあって、当社が提供する完全外断熱工法による高気密・高断熱住宅は、耐久性、安全性、快適性、

健康への配慮、住み心地といった住宅に求められる基本性能が極めて高く、性能にこだわりを持たれる方々からの

広い支持を得てまいりました。一方で、最近の住宅における特徴をみると、性能面のアピールに加え、セキュリティ、

耐震・免震、省エネ・エコロジーといった要素に対する取り組みが増えており、この傾向は今後もますます高まる

ものと考えております。当社においても、昨年販売を開始した自然エネルギー利用型冷暖房システム（エネシフ

ト）の拡販に注力し、また原油価格高騰により注目を集めている太陽光発電システムの販売・施工も開始いたしま

した。今後ますます深刻化するエネルギー問題に対してもいち早くユーザに解決策を提案していく体制を整備して

おります。

　この結果、当中間連結会計期間においては、売上高341百万円（前年同期比17.5%減）、経常損失35百万円（前年同

期は経常損失14百万円）、中間純損失6百万円（前年同期は中間純損失39百万円）となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

〔住宅ＦＣ事業〕

　住宅ＦＣ事業におきましては、景気回復に至らなかったことに加え、加盟店加入時の審査厳格化により上期の新規

加盟店数は１店（前年同期１店）となりました。また、住宅とエネルギー問題を主テーマとした書籍の出版を中心

とした広告宣伝活動やセミナーを実施し、集客活動および啓蒙活動に取り組みました。

　その結果、当中間連結会計期間においては、売上高は102百万円（前年同期比13.8％減）、営業損失5百万円（前年同

期は営業利益24百万円）となりました。

〔ウェブダイレクト事業〕

　ウェブダイレクト事業におきましては、外断熱工法による物件の施工を行いました。

　その結果、当中間連結会計期間においては、売上高は0百万円（前年同期比99.0%減）、営業利益0百万円（前年同期

は営業利益3百万円）となりました。

〔住宅資材販売事業〕

　住宅資材販売事業におきましては、着工数の減少のため、住宅FC向けの販売は減少したものの、新たに取り組みを

始めた外部販売（住宅FC以外への販売）で受注を獲得しました。

　その結果、当中間連結会計期間においては、売上高238百万円（前年同期比9.7%減）、営業損失16百万円（前年同期

は営業利益0百万円）となりました。
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(2)キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主に営業活動によるキャッシュ・

フローの減少によって、104百万円（前中間連結会計期間末比51百万円の減少）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動により資金は51百万円の減少（前年同期は7百万円の増加）となりました。

　主な増加要因としては売上債権の減少による42百万円、和解金の受取額7百万円が挙げられます。一方、主な減少要

因としては法人税等の支払額34百万円、貸倒引当金の減少による29百万円が挙げられます。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動による資金の増減はありません(前年同期も増減なし）。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動により資金は0百万円の減少（前年同期は2百万円の減少）となりました。

　これは、主に配当金の支払額0百万円によるものであります。
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２【仕入、受注および販売の状況】

(1）仕入実績

事業の種類別セグメント

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

住宅ＦＣ事業 4,156 151.1

ウェブダイレクト事業 179 1.3

住宅資材販売事業 200,458 75.0

合計 204,795 72.2

　（注）１　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　セグメント間の取引については相殺消去しております。

(2）受注実績

事業の種類別セグメント

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ウェブダイレクト事業 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

事業の種類別セグメント

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

住宅ＦＣ事業 102,570 86.2

ウェブダイレクト事業 334 1.0

住宅資材販売事業 238,216 90.3

合計 341,121 82.5

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対し10％以上の相手先はありません。

３　セグメント間の取引については相殺消去しております。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありませ

ん。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、連結子会社（㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダー

ズ）を吸収合併したことにより、下記の設備が提出会社の主要な設備となりました。

　

会社名

　

事業所名

（所在地）

　

事業の種類別

セグメントの名

称　

　

設備の内容　

　帳簿価格(千円)
従業員数

(人)　機械装置　
　工具器具

　備品　
合計　

㈱イザットハウス ―

　住宅ＦＣ事業

　ウェブダイレ

　クト事業

販売・事務

業務　　
― 76 76 13

㈱メガショップ ―
　住宅資材販売

　事業
製造設備 2,455 49 2,505 4

㈱メガシステム ―
　住宅資材販売

　事業
製造設備 3,994 221 4,216 ―

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除去等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,192

計 33,192

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年９月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,327 8,327 ジャスダック証券取引所

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

計 8,327 8,327 ― ―

　（注）「提出日現在発行数」には、平成20年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ　

　　　　れた株式数は含まれていません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年3月27日定時株主総会決議

　
中間会計期間末現在
（平成20年6月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 156 156

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 156 156

新株予約権の行使時の払込金額（円） 52,373 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年4月１日

至　平成21年3月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　52,373

資本組入額　　26,187
同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受け

た者が、権利行使時にお

いても、当社の取締役お

よび従業員ならびに当社

子会社の取締役および従

業員の地位にあることを

要する。

②対象者が死亡した場合

は、相続人による新株予

約権の行使は認めない。

③新株予約権の質入、その

他の処分は認めない。

④各新株予約権の一部行使

はできない。

⑤上記のほか、権利行使の

条件については、第11回

定時株主総会および新株

予約権発行の取締役会決

議に基づき、当社と対象

者との間で個別に締結す

る新株予約権割当に関す

る契約に定めるところに

よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

②　平成16年3月30日定時株主総会決議

　
中間会計期間末現在
（平成20年6月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 200 200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 200 200
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中間会計期間末現在
（平成20年6月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 103,082 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年4月１日

至　平成22年3月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　 103,082

資本組入額　　51,541
同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受け

た者が、権利行使時にお

いても、当社の取締役お

よび従業員ならびに当社

子会社の取締役および従

業員の地位にあることを

要する。

②対象者が死亡した場合

は、相続人による新株予

約権の行使は認めない。

③新株予約権の質入、その

他の処分は認めない。

④各新株予約権の一部行使

はできない。

⑤上記のほか、権利行使の

条件については、第12回

定時株主総会および新株

予約権発行の取締役会決

議に基づき、当社と対象

者との間で個別に締結す

る新株予約権割当に関す

る契約に定めるところに

よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

③　平成18年3月29日定時株主総会決議

　
中間会計期間末現在
（平成20年6月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の数（個） 388 388

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 388 388

新株予約権の行使時の払込金額（円） 222,000 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年4月１日

至　平成24年3月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　 222,000

資本組入額　 111,000
同左

EDINET提出書類

株式会社ジェイホーム(E05241)

半期報告書

12/56



　
中間会計期間末現在
（平成20年6月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年８月31日）

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受け

た者が、権利行使時にお

いても、当社の取締役お

よび従業員ならびに当社

子会社の取締役および従

業員の地位にあることを

要する。

②対象者が死亡した場合

は、相続人による新株予

約権の行使は認めない。

③新株予約権の質入、その

他の処分は認めない。

④各新株予約権の一部行使

はできない。

⑤上記のほか、権利行使の

条件については、第14回

定時株主総会および新株

予約権発行の取締役会決

議に基づき、当社と対象

者との間で個別に締結す

る新株予約権割当に関す

る契約に定めるところに

よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―
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（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成20年1月1日～平

成20年6月30日
― 8,327 ― 131,589 ― 95,484

（５）【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大宮　健次 東京都世田谷区 6,026 72.37

白石　明彦 東京都杉並区 160 1.92

児玉　清則 埼玉県秩父市 113 1.36

日建ホーム株式会社 千葉県我孫子市湖北台3-3-6 102 1.22

高橋　秀明 神奈川県横浜市西区 68 0.82

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町7 60 0.72

谷本　秀記 神奈川県横浜市青葉区 53 0.64

鈴木　智博 石川県金沢市 42 0.50

吉田　孝 奈良県大和高田市 42 0.50

久米　勉 沖縄県那覇市 36 0.43

計 ― 6,702 80.48
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,327　 8,327
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

端株 ― ― ―

発行済株式総数 8,327 ― ―

総株主の議決権 ― 8,327 ―

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ―　 ―　 ―　 ―　

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 71,900 70,000 65,000 64,500 65,000 63,000

最低（円） 55,000 59,000 56,100 56,000 58,000 58,000

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所によるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次の通りです。

　（１）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 営業本部長 日下部隆久 平成20年８月31日

　（２）役職の異動

新役名 新職名 旧役名　 旧職名　 氏名 異動年月日

取締役 技術本部長 取締役　 経営管理室長　 加藤　篤彦　 平成20年７月１日

取締役 経営管理室長　 取締役　 －　 高橋　一俊　 平成20年７月１日

取締役 ＦＣ本部長　 取締役　 －　　 藤田　　薫　 平成20年７月１日

取締役 営業本部長　 取締役　 －　 日下部隆久　 平成20年７月１日
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第５【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

　また、当社の連結子会社であった㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズは平成

20年４月１日付で当社に吸収合併されたため、当中間連結会計期間末においては連結子会社がなくなりました。こ

のため、当中間連結会計期間においては、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書を作成しておりますが、中間連結貸借対照表は作成しておりません。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、あずさ監査法人により中間監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会

計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成20年１月１

日から平成20年６月30日まで）の中間財務諸表について、東陽監査法人により中間監査を受けております。

 

　当社の監査法人および公認会計士は次のとおり交代しております。

　　前中間連結会計期間の中間連結財務諸表および前中間会計期間の中間財務諸表

　　　あずさ監査法人

 

　　当中間連結会計期間の中間連結財務諸表および当中間会計期間の中間財務諸表

　　　東陽監査法人
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１【中間連結財務諸表等】

　平成20年４月１日付で連結子会社㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズを吸収合併

したため、当中間連結会計期間末においては連結子会社がなくなりましたので、連結貸借対照表は作成しておりません。

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

　 　
前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日現在）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  193,413   155,504  

２　受取手形及び売掛金 　  103,042   121,059  

３　たな卸資産 　  83,169   76,608  

４　繰延税金資産 　  6,242   ―  

５　その他 　  21,324   24,109  

貸倒引当金 　  △10,950   △13,140  

流動資産合計 　  396,242 81.6  364,141 86.8

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 ※１　  12,026 2.5  10,771 2.6

２　無形固定資産 　  4,171 0.9  3,546 0.8

３　投資その他の資産 　       

(1）敷金及び保証金 　  25,765   25,765  

(2）破産更生債権等 　  83,013   81,720  

(3）繰延税金資産 　  21,246   ―  

(4）その他 　  3,329   2,226  

貸倒引当金 　  △60,105   △68,420  

投資その他の資産合
計

　  73,249 15.0  41,293 9.8

固定資産合計 　  89,446 18.4  55,611 13.2

資産合計 　  485,689 100.0  419,752 100.0

　 　       

 

EDINET提出書類

株式会社ジェイホーム(E05241)

半期報告書

18/56



　 　
前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日現在）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　買掛金 　  98,693   83,847  

２　未払法人税等 　  14,259   34,936  

３　前受金 　  5,861   6,827  

４　その他  ※２  23,581   19,325  

流動負債合計 　  142,396 29.3  144,936 34.5

Ⅱ　固定負債 　       

１　預り保証金 　  51,375   50,100  

固定負債合計 　  51,375 10.6  50,100 11.9

負債合計 　  193,771 39.9  195,036 46.4

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  131,589 27.1  131,589 31.3

２　資本剰余金 　  95,484 19.6  95,484 22.8

３　利益剰余金 　  64,844 13.4  △2,357 △0.5

株主資本合計 　  291,918 60.1  224,715 53.6

純資産合計 　  291,918 60.1  224,715 53.6

負債純資産合計 　  485,689 100.0  419,752 100.0
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②【中間連結損益計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１  413,095 100.0  341,121 100.0  769,957 100.0

Ⅱ　売上原価 　  241,653 58.5  206,646 60.6  437,133 56.8

売上総利益 　  171,441 41.5  134,474 39.4  332,824 43.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  186,401 45.1  170,898 50.1  361,831 47.0

営業損失（△） 　  △14,960 △3.6  △36,423 △10.7  △29,007 △3.8

Ⅳ　営業外収益 　          

１　受取利息 　 8   0   0   

２　受取手数料 　 285   379   1,479   

３　その他 　 ― 294 0.1 613 994 0.3 ― 1,479 0.2

Ⅴ　営業外費用　 　          

　１　訴訟和解金 　 ― ― ― ― ― ― 3,700 3,700 0.4

経常損失（△） 　  △14,666 △3.5  △35,429 △10.4  △31,227 △4.0

Ⅵ　特別利益 　          

　１　和解金 　 ― ― ― 29,087 29,087 8.5 ― ― ―

税金等調整前中間
（当期）純損失
（△）

　  △14,666 △3.5  △6,342 △1.9  △31,227 △4.0

法人税、住民税及び
事業税

　 16,161   242   39,313   

法人税等調整額 　 8,538 24,699 6.0 ― 242 0.0 36,026 75,340 9.8

中間（当期）純損
失（△）

　  △39,365 △9.5  △6,584 △1.9  △106,568 △13.8
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

　 株主資本
純資産合計

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年12月31日残高（千円） 131,589 95,484 106,708 333,782 333,782

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（千円）   △2,498 △2,498 △2,498

中間純損失（千円）   △39,365 △39,365 △39,365

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

― ― △41,863 △41,863 △41,863

平成19年６月30日残高（千円） 131,589 95,484 64,844 291,918 291,918

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

　 株主資本
純資産合計

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年12月31日残高（千円） 131,589 95,484 △2,357 224,715 224,715

中間連結会計期間中の変動額      

中間純損失（千円）   △6,584 △6,584 △6,584

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

― ― △6,584 △6,584 △6,584

平成20年６月30日残高（千円） 131,589 95,484 △8,942 218,131 218,131

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　 株主資本
純資産合計

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年12月31日残高（千円） 131,589 95,484 106,708 333,782 333,782

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（千円）   △2,498 △2,498 △2,498

当期純損失（千円）   △106,568 △106,568 △106,568

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

― ― △109,066 △109,066 △109,066

平成19年12月31日残高（千円） 131,589 95,484 △2,357 224,715 224,715
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

１　税金等調整前中間（当
期）純損失（△）

　 △14,666 △6,342 △31,227

２　減価償却費 　 2,128 1,577 4,008

３　貸倒引当金の増減額 　 5,185 △29,326 15,691

４　受取利息 　 △8 △0 △0

５　和解金 　 ― △29,087 ―

６　売上債権の増減額 　 39,266 42,409 27,231

７　たな卸資産の増減額 　 △37,076 1,984 △30,515

８　その他流動資産の増減
額

　 505 6,615 4,050

９　仕入債務の増減額 　 24,045 △7,555 9,199

10　未払金の増減額 　 3,560 △2,699 △2,089

11　その他流動負債の増減
額

　 91 △687 △792

12　未払消費税等の増減額 　 △2,427 1,050 △3,761

13　預り保証金の増減額 　 ― △4,359 △1,025

14　その他の営業支出 　 421 △2,364 429

小計 　 21,026 △28,784 △8,802

15　利息の受取額 　 8 0 0

16　和解金の受取額 　 ― 7,071 ―

17　法人税等の支払額 　 △13,347 △34,544 △20,781

18　法人税等の受取額 　 ― 4,949 ―

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 7,686 △51,307 △29,583
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

１　差入保証金の支払額 　 ― ― △630

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 ― ― △630

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

１　配当金の支払額 　 △2,360 △7 △2,368

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △2,360 △7 △2,368

Ⅳ　現金及び現金同等物に係
る換算差額

　 ― ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増
減額

　 5,326 △51,314 △32,582

Ⅵ　現金及び現金同等物の期
首残高

　 188,086 155,504 188,086

Ⅶ　現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高

※１ 193,413 104,189 155,504
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１　連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　４社 (1）連結子会社の数　　－ (1）連結子会社の数　４社

　 主要な連結子会社の名称

㈱イザットハウス

㈱メガショップ

㈱ジェイビルダーズ

㈱メガシステム

　なお、当社の連結子会社であっ

た㈱イザットハウス、㈱メガ

ショップ、㈱メガシステム、㈱

ジェイビルダーズは、平成20年４

月１日付で当社に吸収合併され

たため、当中間連結会計期間末に

おいては連結子会社がなくなり

ました。

　このため、当中間連結会計期間

においては、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連

結キャッシュ・フロー計算書を

作成しておりますが、連結貸借対

照表は作成しておりません。

主要な連結子会社の名称

㈱イザットハウス

㈱メガショップ

㈱ジェイビルダーズ

㈱メガシステム

　 (2）主要な非連結子会社名

㈲ジェイホーム・アシスト・

ドット・コム

(2）主要な非連結子会社名

㈱メガシステム（平成20年４月

１日付で㈲ジェイホーム・アシ

スト・ドット・コムより組織変

更。）

(2）主要な非連結子会社名

㈲ジェイホーム・アシスト・

ドット・コム

　 （連結の範囲から除いた理由）

　上記の子会社は、小規模会社で

あり、総資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）および利益

剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲に含めておりません。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

（連結の範囲から除いた理由）

　上記の子会社は、小規模会社で

あり、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）および利益

剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結

の範囲に含めておりません。

２　持分法の適用に関する事

項

(1）持分法を適用した非連結子会

社

　該当事項はありません。

(1）持分法を適用した非連結子会

社

同左

(1）持分法を適用した非連結子会

社

同左

　 (2）持分法を適用した関連会社

　該当事項はありません。

(2）持分法を適用した関連会社

同左

(2）持分法を適用した関連会社

同左

　 (3）持分法を適用しない非連結子

会社および関連会社のうち主要

な会社等の名称

㈲ジェイホーム・アシスト・

ドット・コム

(3）持分法を適用しない非連結子

会社および関連会社のうち主要

な会社等の名称

㈱メガシステム（平成20年４

月１日付で㈲ジェイホーム・

アシスト・ドット・コムより

組織変更。）

(3）持分法を適用しない非連結子

会社および関連会社のうち主要

な会社等の名称

㈲ジェイホーム・アシスト・

ドット・コム

　 （持分法を適用しない理由）

　上記の子会社は、中間純損益お

よび利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であるため、持分法の適用

から除外しております。

（持分法を適用しない理由）

同左

（持分法を適用しない理由）

　上記の子会社は、当期純損益お

よび利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であるため、持分法の適用

から除外しております。

３　連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

　全ての連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致しており

ます。

　連結子会社㈱イザットハウス、

㈱メガショップ、㈱メガシステ

ム、㈱ジェイビルダーズは平成20

年４月１日付で当社に吸収合併

されたため、連結損益計算書およ

び連結キャッシュ・フロー計算

書の作成にあたっては、前日まで

の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を反映しております。

　全ての連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致しております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

４　会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準および

評価方法

たな卸資産

商品……先入先出法による

原価法

(1）重要な資産の評価基準および

評価方法

たな卸資産

同左

(1）重要な資産の評価基準および

評価方法

たな卸資産

同左

　 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

ａ　有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

ａ　有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定

額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

ａ　有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す

　　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

　 建物及び構築物

８年～15年

機械装置及び運搬具

６年～12年

工具器具備品

２年～７年

建物及び構築物

８年～15年

機械装置及び運搬具

６年～12年

工具器具備品

２年～７年

建物及び構築物

８年～15年

機械装置及び運搬具

６年～12年

工具器具備品

２年～７年

　  （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成

19 年３月31 日以前に取得した

資産については、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する方法

によっております。

　これによる中間連結財務諸表

に与える影響は軽微でありま

す。　

 

　 ｂ　ソフトウェア

　自社利用目的のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

ｂ　ソフトウェア

同左

ｂ　ソフトウェア

同左

　 (3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

(3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左 

(3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

　 (4）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

ａ　完成工事高の計上基準

　売上高に含まれる完成工事高

の計上基準は、工事進行基準に

よっております。

(4）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

　　　　―――――

　

(4）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

ａ　完成工事高の計上基準

　売上高に含まれる完成工事高

の計上基準は、工事進行基準に

よっております。

　 ｂ　消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会

計処理は、税抜方式によってお

ります。

ｂ　消費税等の会計処理

同左

ｂ　消費税等の会計処理

同左

５　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金および随時引き出し可能

な預金であります。

同左 同左
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

　平成20年４月１日付で連結子会社㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズを吸収合併

したため、当中間連結会計期間末において連結子会社はありません。このため、当中間連結会計期間末の連結貸借対照表は

作成していないため、記載しておりません。

前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日現在）

前連結会計年度末
（平成19年12月31日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

30,246千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

      31,500千円

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等および仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債のその他に含めて表

示しております。

※２　消費税等の取扱い

─────

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　工事進行基準による完成工事高は、　

  30,490千円であります。

※１　　　　　　───── ※１　工事進行基準による完成工事高は、　

　30,775千円であります。

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な

 費目および金額は次のとおりであり

 ます。

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な

 費目および金額は次のとおりであり

 ます。

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な

 費目および金額は次のとおりであり

 ます。

役員報酬 20,150千円

給与手当 57,340

法定福利費

貸倒引当金繰入額

10,616

7,382

地代家賃 15,131

支払手数料 22,961

広告宣伝費 24,440

減価償却費 2,128

役員報酬     15,182千円

給与手当 68,943

法定福利費

貸倒引当金繰入額

9,688

1,004

地代家賃 15,131

支払手数料 17,551

広告宣伝費 19,801

減価償却費 1,577

役員報酬     37,506千円

給与手当 116,840

法定福利費 19,810

貸倒引当金繰入額 15,691

地代家賃 30,262

支払手数料 42,353

広告宣伝費 43,383

減価償却費 4,008
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（株）

当中間連結会計期
間末株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 8,327 ― ― 8,327

合計 8,327 ― ― 8,327

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

　

新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 2,498 300 平成18年12月31日 平成19年３月30日

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（株）

当中間連結会計期
間末株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 8,327 ― ― 8,327

合計 8,327 ― ― 8,327

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

　

新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

配当金支払額

該当事項はありません。

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数

（株）

当連結会計年度減
少株式数

（株）

当連結会計年度末
株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 8,327 ― ― 8,327

合計 8,327 ― ― 8,327

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

　

新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日

定時株主総会
普通株式 2,498 300 平成18年12月31日 平成19年３月30日

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　該当事項はありません。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

（平成19年６月30日現在） （平成20年６月30日現在） （平成19年12月31日現在）

現金及び預金勘定 193,413千円

現金及び現金同等物 193,413千円

現金及び預金勘定 104,189千円

現金及び現金同等物 104,189千円

現金及び預金勘定    155,504千円

現金及び現金同等物 155,504千円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

　事業の内容に照らして重要性が乏し

く、リース契約１件当たりの金額も

3,000千円以下であるため、中間連結財

務諸表等規則第15条の規定に基づき、

財務諸表規則第８条の６第６項の規

定を準用し、注記は省略しておりま

す。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

同左

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

　事業の内容に照らして重要性が乏し

く、リース契約１件当たりの金額も

3,000千円以下であるため、連結財務諸

表規則等第15条の３の規定に基づき、

財務諸表規則第８条の６第６項の規

定を準用し、注記は省略しておりま

す。

（有価証券関係）

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日現在)

　当社グループは、有価証券を所有しておりませんので、該当事項はありません。

当中間連結会計期間末(平成20年６月30日現在)

　当中間連結会計期間末については、中間連結貸借対照表を作成しておりませんので、中間財務諸表の注記事項と

して記載しております。

前連結会計年度末(平成19年12月31日現在)

　当社グループは、有価証券を所有しておりませんので、該当事項はありません。

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引

を全く利用していないため、該当事項

はありません。

　当中間連結会計期間末については、

中間連結貸借対照表を作成しており

ませんので、中間財務諸表の注記事項

として記載しております。

　当社グループは、デリバティブ取引

を全く利用していないため、該当事項

はありません。
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（ストック・オプション等関係）

　　前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　　当中間連結会計期間において付与したストック・オプションはありません。

　

　　当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　　当中間連結会計期間において付与したストック・オプションはありません。

　

    前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社取締役　　　　３名

当社従業員　　　　１名

連結子会社取締役　―名

連結子会社従業員　10名

当社取締役　　　　３名

当社従業員　　　　―名

連結子会社取締役　１名

連結子会社従業員　―名

当社取締役　　　　３名

当社従業員　　　　１名

連結子会社取締役　１名

連結子会社従業員　12名

ストック・オプション数(注) 普通株式　　500株 普通株式　　500株 普通株式　　500株

付与日 平成15年10月１日 平成16年11月11日 平成18年４月28日

権利確定条件

 権利確定日(平成18年４月１
日)以降においても継続して
勤務していること。

 権利確定日(平成19年４月１
日)以降においても継続して
勤務していること。

 権利確定日(平成21年４月１
日)以降においても継続して
勤務していること。

対象勤務期間  定めておりません  定めておりません  定めておりません

権利行使期間
 自　平成18年４月１日

至　平成21年３月31日

 自　平成19年４月１日

至　平成22年３月31日

 自　平成21年４月１日

至　平成24年３月31日

 (注)株式数に換算して記載しております。

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 ― 315 495

付与 ― ― ―

失効 ― 115 55

権利確定 ― 200 ―

未確定残 ― ― 440

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 236 ― ―

権利確定 ― 200 ―

権利行使 ― ― ―

失効 80 ― ―

未行使残 156 200 ―

②　単価情報
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平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 52,373 103,082 222,000

行使時平均株価　　　　　（円） ― ― ―
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　
住宅ＦＣ事
業（千円）

ウェブダイ
レクト事業
（千円）

住宅資材販
売事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 118,957 30,490 263,647 413,095 ― 413,095

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
665 ― 13,207 13,872 (13,872) ―

計 119,622 30,490 276,855 426,967 (13,872) 413,095

営業費用 95,103 27,031 276,017 398,152 29,902 428,055

営業利益または営業損失（△） 24,518 3,458 837 28,814 (43,775) △14,960

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　
住宅ＦＣ事
業（千円）

ウェブダイ
レクト事業
（千円）

住宅資材販
売事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 102,570 334 238,216 341,121 ― 341,121

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
298 ― ― 298 (298)　 ―

計 102,868 334 238,216 341,419 (298)　 341,121

営業費用 108,058 182 255,041 363,282 14,262 377,544

営業利益または営業損失（△） △5,190 151 △16,824 △21,863 (14,560)　 △36,423

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　
住宅ＦＣ事
業（千円）

ウェブダイ
レクト事業
（千円）

住宅資材販
売事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 242,187 30,775 496,994 769,957 ― 769,957

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
1,335 ― 13,893 15,228 (15,228)　 ―

計 243,522 30,775 510,887 785,185 (15,228)　 769,957

営業費用 185,033 29,323 515,923 730,280 68,684 798,964

営業利益または営業損失（△） 58,489 1,451 △5,035 54,905 (83,912)　 △29,007

　（注）１．事業の区分は、商品・サービスの性質、市場、技術および事業形態を考慮して決定しております。

２．各区分に属する事業の内容等

住宅ＦＣ事業・・・・・・・・「イザットハウス」ブランドによる高気密・高断熱住宅をＦＣシステムに

より供給しております。

ウェブダイレクト事業・・・・主としてインターネットを活用して、イザットハウスＦＣ加盟店の営業支援

サービスを提供しつつ、ＦＣ加盟店の活動区域外の住宅需要に対して建築施

工を行っております。

住宅資材販売事業・・・・・・国産および輸入資材・外断熱部材等の販売および物流に加え、住宅用火災警

報機の販売を行っております。

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用
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前中間連結会計期間

（千円）
当中間連結会計期間

（千円）
前連結会計年度
（千円）

主な内容

消去または全社の項

目に含めた配賦不能

営業費用

43,775 14,560 83,912
親会社管理部門に係る

費用であります。

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 35,056円83銭 ―円―銭 26,986円40銭

１株当たり中間（当期）純

損失金額（△）
△4,727円49銭 △790円77銭 △12,797円92銭

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額

潜在的株式は存在するものの１株

当たり中間純損失であるため記載

しておりません。

潜在的株式は存在するものの１株

当たり中間純損失であるため記載

しておりません。

潜在的株式は存在するものの１株

当たり当期純損失であるため記載

しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純損失金額および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純損失金額    

中間（当期）純損失（△）（千

円）
△39,365 △6,584 △106,568

普通株主に帰属しない金額（千

円）
― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純損

失（△）（千円）
△39,365 △6,584 △106,568

期中平均株式数（株） 8,327 8,327 8,327

　    

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額（千

円）
― ― ―

普通株式増加数（株） ― ― ―

（うち新株予約権） ― ―　 　　　　　　　　　―　　

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

新株予約権３種類

(新株予約権の数1,041個)

新株予約権３種類

(新株予約権の数744個)

新株予約権３種類

（新株予約権の数796個）
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（企業結合等関係）

　

　　当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）　

　　＜子会社４社との合併＞

　　　　当社は平成20年４月１日付で、子会社である㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビ

　　　ルダーズの４社を吸収合併いたしました。

　　　１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の

　　　　　概要

　　　　(1）結合当事企業の名称及び事業の内容

　　　　　①　結合企業（当社）

　　　　　　名称　㈱ジェイホーム

　　　　　　事業の内容　建設業に対する技術支援業務

　　　　　②　被結合企業（当社の完全子会社）

　　　　　　名称　㈱イザットハウス

　　　　　　事業の内容　経営コンサルタントに関する事業

　　　　　　名称　㈱メガショップ

　　　　　　事業の内容　住宅建築材料、住宅設備機器の製造加工、ならびに販売に関する事業

　　　　　　名称　㈱メガシステム

　　　　　　事業の内容　住宅建築材料および建具、家具等の住宅設備機器の開発、製造および販売に関する事業

　　　　　　名称　㈱ジェイビルダーズ

　　　　　　事業の内容　建築物の設計および施工管理ならびに建設の営繕に関する業務

　　　　(2）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

　　　　　　当社を存続会社、㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズを消滅会社と

　　　　　する吸収合併であり、結合後企業の名称は㈱ジェイホームとなっています。なお、合併による新株式の発行及　　

　　　　　び資本金の増加はありません。　

　　　　(3）取引の目的を含む取引の概要

　　　　　　今後の当社のさらなる発展のため、事業の集約、再構築による一元管理、企業効率の向上及び経営資源の有

　　　　　効活用を図ることを目的として、㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズ

　　　　　と合併いたしました。

　　　２．実施した会計処理の概要

　　　　　　上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当

　　　　　該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。

　　　３．事業の種類別セグメントにおいて、当該子会社が含まれていた事業区分の名称

　　　　　　　㈱イザットハウス（住宅ＦＣ事業、ウェブダイレクト事業）

　　　　　　　㈱メガショップ（住宅資材販売事業）

　　　　　　　㈱メガシステム（住宅資材販売事業）

　　　　　　　㈱ジェイビルダーズ（住宅ＦＣ事業）
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　――――― 　――――― 　当社は平成20年２月21日開催の取締

役会において、連結子会社である株式

会社イザットハウス、株式会社ジェイ

ビルダーズ、株式会社メガショップ、

株式会社メガシステム（合計４社）

を平成20年３月28日開催の株主総会

における合併契約書承認可決を条件

として、吸収合併をすることを決議い

たしました。

 

１.合併の日程

　合併承認株主総会　

　　平成20年３月28日

　合併の予定日（効力発生日）

　　平成20年４月１日（予定）

２.合併の目的

 　グループ経営の簡素化と旧来あっ　

た子会社間の不要な取引を無くし、合

理的に無駄な処理を無くし経費削減

に努めていくこと、事業の拡大と業績

の向上を図ることを目的とするもの

であります。

３.合併の方法

　当社を存続会社とする吸収合併方式

で株式会社イザットハウス、株式会社

ジェイビルダーズ、株式会社メガ

ショップ、株式会社メガシステム（合

計４社）は解散します。

４.合併による新株の割当および増加

　資本金等

　合併による新株の割当および増加資

本金等はありません。

５.合併後の状況

（１）商号　 

　　　株式会社ジェイホーム

（２）事業内容　 

　　　建設業に対する技術援助

（３）本店所在地　　

　　　東京都新宿区西新宿二丁目３

　　　番１号

（４）代表者の役職・氏名　

　　　代表取締役　大宮　健次

（５）資　 本　 金　

　　　131,589,223円

（６）決 　算　 期　

　　　12月末日　

EDINET提出書類

株式会社ジェイホーム(E05241)

半期報告書

36/56



（２）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ジェイホーム(E05241)

半期報告書

37/56



２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末

（平成19年６月30日現在）
当中間会計期間末

（平成20年６月30日現在）
前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１　現金及び預金 　  89,847   104,189   71,152  

２　受取手形 　  ―   15,085   ―  

３　売掛金 　  ―   84,704   ―  

４　たな卸資産 　  ―   74,623   ―  

５　繰延税金資産 　  345   ―   ―  

６　未収入金 　  28,628   783   24,560  

７　短期貸付金 　  139,000   ―   24,000  

８　その他 　  12,867   8,375   10,292  

 　 貸倒引当金 　  △13,687   △8,610   ―  

流動資産合計 　  257,002 70.8  279,153 83.4  130,005 50.0

Ⅱ　固定資産 　          

１　有形固定資産 ※１  3,752 1.1  9,759 2.9  3,307 1.3

２　無形固定資産 　  1,749 0.5  2,980 0.9  1,480 0.6

３　投資その他の資産 　          

(1）関係会社株式 　  76,258   ―   56,258  

(2) 長期前払費用 　  179   1,260   21  

(3）敷金及び保証金 　  23,875   26,505   23,875  

(4）破産更生債権等 　  ―   58,740   174,706  

　 貸倒引当金 　  ―   △43,624   △129,614  

投資その他の資産
合計

　  100,313 27.6  42,881 12.8  125,248 48.1

固定資産合計 　  105,815 29.2  55,622 16.6  130,036 50.0

資産合計 　  362,817 100.0  334,775 100.0  260,042 100.0

　 　          

 

EDINET提出書類

株式会社ジェイホーム(E05241)

半期報告書

38/56



　 　
前中間会計期間末

（平成19年６月30日現在）
当中間会計期間末

（平成20年６月30日現在）
前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１　買掛金 　  ―   54,276   ―  

２　未払金 　  3,787   7,833   2,111  

３　未払法人税等 　  5,034   634   25,125  

４　その他 ※３  4,510   8,159   6,432  

流動負債合計 　  13,332 3.7  70,904 21.2  33,668 12.9

Ⅱ　固定負債 　          

１　預り保証金 　  ―   45,740   ―  

２　投資損失引当金 　  10,000   ―   7,730  

固定負債合計 　  10,000 2.7  45,740 13.6  7,730 3.0

負債合計 　  23,332 6.4  116,644 34.8  41,399 15.9

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１　資本金 　  131,589 36.3  131,589 39.3  131,589 50.6

２　資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 95,484   95,484   95,484   

資本剰余金合計 　  95,484 26.3  95,484 28.5  95,484 36.7

３　利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 750   750   750   

(2）その他利益剰余金 　          

　　繰越利益剰余金 　 111,661   △9,692   △9,180   

利益剰余金合計 　  112,411 31.0  △8,942 △2.6  △8,430 △3.2

株主資本合計 　  339,484 93.6  218,131 65.2  218,642 84.1

純資産合計 　  339,484 93.6  218,131 65.2  218,642 84.1

負債純資産合計 　  362,817 100.0  334,775 100.0  260,042 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  104,890 100.0  218,642 100.0  178,375 100.0

Ⅱ　売上原価 　  25,706 24.5  115,620 52.9  26,792 15.0

売上総利益 　  79,183 75.5  103,021 47.1  151,582 85.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  44,981 42.9  120,956 55.3  86,320 48.4

営業利益または営
業損失(△)

　  34,202 32.6  △17,934 △8.2  65,262 36.6

Ⅳ　営業外収益 ※１  2,033 2.0  1,780 0.8  3,930 2.2

経常利益または経
常損失(△)

　  36,235 34.6  △16,153 △7.4  69,193 38.8

Ⅴ　特別利益
※２
　

 － －  15,787 7.2  － －

Ⅵ　特別損失
※３
　

 23,687 22.6  － －  157,345 88.2

税引前中間純利益
または税引前中間
（当期）純損失
(△）

　  12,548 12.0  △366 △0.2  △88,152 △49.4

法人税、住民税及び
事業税

　 4,612   145   24,408   

法人税等調整額 　 10,776 15,389 14.7 － 145 0.0 11,121 35,530 19.9

中間（当期）純損
失(△)

　  △2,840 △2.7  △511 △0.2  △123,682 △69.3
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
利益準備
金

その他利
　益剰余
金 利益剰余

金合計
繰越利益
剰余金

平成18年12月31日残高
(千円) 131,589 95,484 750 116,999 117,749 344,823 344,823

中間会計期間中の変動
額

       

剰余金の配当(千円)    △2,498 △2,498 △2,498 △2,498

中間純損失(千円)    △2,840 △2,840 △2,840 △2,840

中間会計期間中の変動
額合計(千円) ― ― ― △5,338 △5,338 △5,338 △5,338

平成19年６月30日残高
(千円) 131,589 95,484 750 111,661 112,411 339,484 339,484

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
利益準備
金

その他利
　益剰余
金 利益剰余

金合計
繰越利益
剰余金

平成19年12月31日残高
(千円) 131,589 95,484 750 △9,180 △8,430 218,642 218,642

中間会計期間中の変動
額

       

中間純損失(千円)    △511 △511 △511 △511

中間会計期間中の変動
額合計(千円) ― ― ― △511 △511 △511 △511

平成20年６月30日残高
(千円) 131,589 95,484 750 △9,692 △8,942 218,131 218,131

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
利益準備
金

その他利

益剰余金 利益剰余
金合計繰越利益

剰余金

平成18年12月31日残高
(千円) 131,589 95,484 750 116,999 117,749 344,823 344,823

事業年度中の変動額        

剰余金の配当(千円)    △2,498 △2,498 △2,498 △2,498
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株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
利益準備
金

その他利

益剰余金 利益剰余
金合計繰越利益

剰余金

当期純損失(千円)    △123,682 △123,682 △123,682 △
123,682

事業年度中の変動額合
計(千円) ― ― ― △126,180 △126,180 △126,180 △

126,180

平成19年12月31日残高
(千円) 131,589 95,484 750 △9,180 △8,430 218,642 218,642
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１　資産の評価基準および評価方法

(1）有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

(2）―――――

　

１　資産の評価基準および評価方法

(1）―――――

　

 

　

(2）たな卸資産

　商品…先入先出法による原価法

１　資産の評価基準および評価方法

(1）有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

(2）―――――

　

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しております

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物　８年～15年

車両運搬具　　　　　　６年

工具器具備品　　５年～６年

建物及び構築物　　　　８年～15年

機械装置及び運搬具　　６年～12年

工具器具備品　　　　　２年～７年

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、償却

可能限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法によっており

ます。

　これによる中間財務諸表に与える影響

は軽微であります。　

建物及び構築物　８年～15年

車両運搬具　　　　　　６年

工具器具備品　　５年～６年

(2）無形固定資産

ａ　ソフトウェア

　自社利用目的のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

(2）無形固定資産

ａ　ソフトウェア

同左

(2）無形固定資産

ａ　ソフトウェア

同左

ｂ　商標権

　定額法を採用しております。

　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。

ｂ　商標権

同左

ｂ　商標権

同左

(3）投資その他の資産

長期前払費用

　定額法を採用しております。

　なお、償却期間については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。

(3）投資その他の資産

長期前払費用

同左

(3）投資その他の資産

長期前払費用

同左
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前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

３　引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

 (2)投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備え

るため、その財政状態等を勘案して必要

額を計上しております。

３　引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金

　　　　　　　同左　

　

　

　

　

―――――

　

３　引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

同左

　

　

 

 (2)投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備え

るため、その財政状態等を勘案して必要

額を計上しております。

 

４　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引について、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左

５　その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

a 完成工事高の計上基準

 売上高に含まれる工事完成高の計上基準

は、工事進行基準によっております。

b 消費税等の会計処理について

 消費税および地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

５　その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

　

　　　　　　―――――

　 

b 消費税等の会計処理について

同左

 

５　その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項

a 完成工事高の計上基準

 売上高に含まれる工事完成高の計上基準

は、工事進行基準によっております。

b 消費税等の会計処理について

同左
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年６月30日現在）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日現在）

前事業年度末
（平成19年12月31日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 17,026千円 　   32,512千円 　 17,407千円

　２　偶発債務

　商品購入および工事発注に係る債務に

対する保証債務

　２　　

―――――

　２　偶発債務

　商品購入および工事発注に係る債務に

対する保証債務

㈱メガショップ 1,855千円   ㈱メガショップ 353千円

※３　消費税等の取扱い

　仮払消費税等および仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債のその他に含めて表

示しております。

※３　消費税等の取扱い

同左

※３　消費税等の取扱い

―――――

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1,738千円

受取手数料 285千円

受取利息   899千円

受取手数料    311千円

受取利息 3,348千円

受取手数料 571千円

※２　　　　　　――――― ※２　特別利益の主要項目 ※２　　　　　　―――――

　 　 抱合せ株式消滅差益 15,787千円

  
 

※３　特別損失の主要項目 ※３　　　　　　　――――― ※３　特別損失の主要項目

投資損失引当金繰入額 10,000千円

貸倒引当金繰入額 13,687千円

　    

  
関係会社株式評価損 20,000千円

投資損失引当金繰入額 7,730千円

貸倒引当金繰入額 129,614千円

　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額 　４　減価償却実施額

有形固定資産 458千円

無形固定資産 385千円

有形固定資産 660千円

無形固定資産  387千円

有形固定資産  902千円

無形固定資産    654千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

　事業の内容に照らして重要性が乏し

く、リース契約１件当たりの金額も

3,000千円以下であるため、中間財務諸

表等規則第５条の３において準用す

る財務諸表等規則第８条の６第６項

の規定に基づき、注記を省略しており

ます。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

同左

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

　事業の内容に照らして重要性が乏し

く、リース契約１件当たりの金額も

3,000千円以下であるため、財務諸表等

規則第８条の６第６項の規定に基づ

き、注記は省略しております。

（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成19年６月30日現在）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間末（平成20年６月30日現在）

　当社は、有価証券を所有しておりませんので、該当事項はありません。

前事業年度末（平成19年12月31日現在）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

（デリバティブ取引関係）

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）　

　　当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ジェイホーム(E05241)

半期報告書

47/56



（１株当たり情報）

　前中間会計期間及び前事業年度については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しているため、記

載を省略しております。

　
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 26,195円63銭

１株当たり中間純損失金額（△） △61円45銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額
潜在的株式は存在するものの１株当たり中間純損失であ

るため記載しておりません。

（注）１株当たり中間純損失金額および潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎

　　　は、以下のとおりであります。

　
当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり中間純損失金額  

中間純損失（△）（千円） △511

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る中間純損失（△）（千円） △511

期中平均株式数（株） 8,327

　  

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額  

中間純利益調整額（千円） ―

普通株式増加数（株） ―

（うち新株予約権） ―　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要

新株予約権３種類

(新株予約権の数744個)

（企業結合等関係）

　　当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　　＜子会社４社との合併＞　

　　　　当社は平成20年４月１日付で、子会社である㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビ

　　　ルダーズの４社を吸収合併いたしました。

　　　１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の

　　　　　概要

　　　　(1）結合当事企業の名称及び事業の内容

　　　　　①　結合企業（当社）

　　　　　　名称　㈱ジェイホーム

　　　　　　事業の内容　建設業に対する技術支援業務

　　　　　②　被結合企業（当社の完全子会社）

　　　　　　名称　㈱イザットハウス

　　　　　　事業の内容　経営コンサルタントに関する事業

　　　　　　名称　㈱メガショップ

　　　　　　事業の内容　住宅建築材料、住宅設備機器の製造加工、ならびに販売に関する事業

　　　　　　名称　㈱メガシステム

　　　　　　事業の内容　住宅建築材料および建具、家具等の住宅設備機器の開発、製造および販売に関する事業

　　　　　　名称　㈱ジェイビルダーズ

　　　　　　事業の内容　建築物の設計および施工管理ならびに建設の営繕に関する業務

　　　　(2）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

　　　　　　当社を存続会社、㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズを消滅会社と
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　　　　　する吸収合併であり、結合後企業の名称は㈱ジェイホームとなっています。なお、合併による新株式の発行及

　　　　　び資本金の増加はありません。　

　　　　(3）取引の目的を含む取引の概要

　　　　　　今後の当社のさらなる発展のため、事業の集約、再構築による一元管理、企業効率の向上及び経営資源の有

　　　　　効活用を図ることを目的として、㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズ

　　　　　と合併いたしました。

　　　２．実施した会計処理の概要

　　　　　当社が㈱イザットハウス、㈱メガショップ、㈱メガシステム、㈱ジェイビルダーズより受入れた資産及び負債　　

　　　　は、合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により計上いたしました。また、当該子会社株式の帳簿価額と増

　　　　加株主資本との差額15,787千円を特別利益に計上いたしました。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　――――― 　――――― 　当社は平成20年２月21日開催の取締

役会において、連結子会社である株式

会社イザットハウス、株式会社ジェイ

ビルダーズ、株式会社メガショップ、

株式会社メガシステム（合計４社）

を平成20年３月28日開催の株主総会

における合併契約書承認可決を条件

として、吸収合併をすることを決議い

たしました。

 

１.合併の日程

　合併承認株主総会　

　　平成20年３月28日

　合併の予定日（効力発生日）

　　平成20年４月１日（予定）

２.合併の目的

 　グループ経営の簡素化と旧来あっ　

た子会社間の不要な取引を無くし、合

理的に無駄な処理を無くし経費削減

に努めていくこと、事業の拡大と業績

の向上を図ることを目的とするもの

であります。

３.合併の方法

　当社を存続会社とする吸収合併方式

で株式会社イザットハウス、株式会社

ジェイビルダーズ、株式会社メガ

ショップ、株式会社メガシステム（合

計４社）は解散します。

４.合併による新株の割当および増加

　資本金等

　合併による新株の割当および増加資

本金等はありません。

５.合併後の状況

（１）商号　 

　　　株式会社ジェイホーム

（２）事業内容　 

　　　建設業に対する技術援助

（３）本店所在地　　

　　　東京都新宿区西新宿二丁目３

　　　番１号

（４）代表者の役職・氏名　

　　　代表取締役　大宮　健次

（５）資本金　

　　　131,589,223円

（６）決算期　

　　　12月末日　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第16期）
　
自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日
　
平成20年３月28日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成19年９月21日

株式会社ジェイホーム   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 牧野　隆一　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小田　哲生　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ジェイホームの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１月１日か

ら平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ジェイホーム及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成20年９月17日

株式会社ジェイホーム   

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 金野　栄太郎　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中里　直記　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ジェイホームの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成20年

１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ジェイホーム及び連結子会社の平成20年６月30日をもって終了する中間連結会計期間（平成20年１月

１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成19年９月21日

株式会社ジェイホーム   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 牧野　隆一　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小田　哲生　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ジェイホームの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第16期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１日から

平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ジェイホームの平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１

日から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成20年９月17日

株式会社ジェイホーム   

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 金野　栄太郎　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中里　直記　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ジェイホームの平成20年１月１日から平成20年６月30日までの第17期事業年度の中間会計期間（平成20年１

月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ジェイホームの平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成20年１月１

日から平成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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